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 しかし、平成 28年 12月 8日、政権与党である自由民主党および公明党が公表した平成





















































ら 38 万円（その控除対象配偶者が老人控除対象配偶者である場合には、48 万円）を控除
する。」と定めている。 








の確定申告書を提出する年分の 12月 31日の現況において、次に掲げる 4つの要件をすべ
て満たしている場合に、配偶者控除の適用を受けることができるとしている7。その要件と
は、「(1) 民法の規定による配偶者であること（内縁関係の人は該当しません。）。(2) 納税
者と生計を一にしていること。(3) 年間の合計所得金額が 38万円以下であること。(4) 青
色申告者の事業専従者としてその年を通じて一度も給与の支払を受けていないこと又は白






































第 11 条の 5 第 1 条第 1 項の規定に該当する個人に扶養親族がある場合においては、扶養
親族 1人につき 1万 2,000円を、その個人の総所得金額から控除する。 
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〔扶養親族の意義〕 
第 8 条 この法律において扶養親族とは、納税義務者と生活を一にする配偶者その他の親
族で、第 9条の規定により計算した総所得金額（当該親族の所得の金額が第 13条の 2第
1項の規定により合算される場合においては、総所得金額から同項に規定する資産所得の
金額を控除した金額）が 1 万 2,000 円以下である者をいう。この場合において、納税義






かかる控除額について、扶養親族 3 人目までは 1 人につき 2 万円とされ、4 人目以降は 1
万 5,000円とされた。 
 その翌年、昭和 28年度の税制改正により、最初の 1人目の扶養親族について、控除額を













創設された。その改正前年となる昭和 35年 12 月の税制調査会（以下、「昭和 35年税調」
という。）では、配偶者控除制度創設の趣旨について、「妻は単なる扶養親族ではなく、家
事、子女の養育等、家庭の中心となって夫が心おきなく勤労にいそしめるための働きをし













































































































 この平成 12年 7月の答申における考えは、平成 14年 6月の答申（以下、「平成 14年税
調」という。）にも引き継がれている。すなわち、平成 14 年税調は、3 つの考えを提示し
た15。1つ目の考え方は、配偶者控除と扶養控除の区別をなくし、あるいは、配偶者控除を











 この平成 26 年税調において示された選択肢について、平成 28 年 11 月の中間報告は、  

























































































































 そして、その要件を定めているのが、所得税法 2条 1項 33号である。そこにおいては、




























































 わが国の民法は、親族編の第 2章において、婚姻について定めている。その第 1節は、
婚姻の成立に関する事項であり、731条から 741条までにおいて婚姻の成立要件について、









































































































 同様のことは、憲法にもいえる。憲法 24条 1項は、「婚姻は、両性の合意のみに基づい










































































 本章では、そうした裁判例の中でも特に注目を集めたものとして、大阪地裁昭和 36年 9
月 19日判決および最高裁平成 9年 9月 9日判決について検証する。 
 
第一節 大阪地裁昭和 36年 9月 19日判決50 
１．事実の概要 







の取り消しを求めた。これに対して、課税庁は、Ａが昭和 34年 10月 8 日に事実上の婚姻
をし、配偶者を得たとするＸの主張事実は認めるが、所得税法上扶養親族とされる配偶者
は、その年の 12月 31 日において婚姻届を了している者に限られるのであるから、昭和 34
年 12月 31日において婚姻の届出のされていないＡの配偶者は扶養親族に当たらないとし
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た処分は適法であると主張した。 


















































































































第二節 最高裁平成 9年 9月 9 日判決53 
１．事実の概要 
 Ｘ（原告・控訴人・上告人）は、平成 2年以前から訴外Ａと事実上の婚姻関係にあり、






















































































したがって、憲法 14 条に違反しているとはいい難いこととなる。 







































たことを不服として提訴された、東京地裁平成 27年 2月 24日判決でも、納税者側の主張
が斥けられている56。 
 この事案において、納税者側は、民法が法律婚以外の婚姻形態を認めていないとの原処







































Partnership Act 2004）」が、これにあたる。 
 3 つ目は、別制度型と同様に、婚姻は異性間のものに限るとする態度はそのままに、異
性カップルおよび同性カップルの両方を対象とした制度を創設する、「準婚型」である。た















 結婚 新制度 
婚姻型 異性間も同性間も可 ― 
別制度型 異性間のみ 同性間のみ 
準婚型 異性間のみ 異性間も同性間も可 
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 あるいは、基礎年金制度である国民年金法も、配偶者の定義に内縁を含めるとしている
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